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平成26年５月30日 

各  位 

会 社 名 株式会社ノア 

代表者名 代表取締役社長 脇沢 光義 

（コード番号 3383   名証ｾﾝﾄﾚｯｸｽ） 

問合せ先 取締役管理本部長 奈良 正敏 

（ＴＥＬ 03－5651－8100） 

事業の現状、今後の展開、事業計画の改善等について 

当社は、事業の現状、今後の展開、事業計画等について、株式会社名古屋証券取引所に対し、名

古屋証券取引所の株券上場廃止基準第２条の２第１項第３号に定める書面を提出いたしましたので、

お知らせいたします。 

本書面の提出により、名古屋証券取引所の株券上場廃止基準第２条の２第１項第３号に定める期

間は、９ヶ月となりました。従いまして、平成26年11月末日までのいずれかの月において、月間平

均時価総額および月末時価総額が２億円以上となった時は、上場廃止基準に該当しないこととなり

ます。 

他方、当社は現在「合併等による実質的存続性の喪失に係る猶予期間」に入っており、上場を維

持するためには、新規上場審査基準に準じた基準に適合する必要があり、そのための審査申請には、

制度上取引参加者（証券会社）が作成した確認書の提出が義務付けられていることから、証券各社

に対して幹事就任を打診して参りましたが、現時点においても受託を得るに至っておりません。猶

予期間が終了する平成26年６月30日までに当該審査を終了しない場合、平成26年７月１日より当社

株式は監理銘柄（確認中）に指定され、猶予期間終了後最初の有価証券報告書提出日から起算して

８日目の日（休業日は除く）までに審査申請が行えない場合、上場廃止となります。また、当社の

現状は継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況の解消に至っておらず、上場審査基準

に適合する状態にありません。 

よって、当社につきましては、平成26年11月末日までのいずれかの月における月間平均時価総額

及び月末時価総額が２億円以上となった場合であっても、上場廃止となる事由がありますことをご

留意ください。 

 

記 

１．事業の現状 

(1)事業の内容 

当社は、平成13年２月の設立より、半導体製造装置及び部品の販売、同テクニカル業務を中心

に営業しておりましたが、基幹事業であった半導体事業の売上が殆ど立たなくなり経営危機を

迎えたことから、平成22年９月７日よりLED照明機器販売事業を開始しました。 

その後、販売の低迷が続いていたことにより収益悪化が続く状態のあった半導体事業を平成23

年２月28日以降一時凍結することとし、LED照明機器販売事業に注力する旨の事業内容の大幅な

転換を行いました。 
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この結果、現在の当社は、LED照明機器販売を基幹事業とし、太陽光パネル等その他環境関連

商材の販売を組み込んで事業を行っております。 

LED照明機器の商品カテゴリとしましては、蛍光管型、高所照明、屋外照明、電球型、器具一

体型ダウンライト、その他特殊な照明等、複数のメーカーより多種多様な商品群を取り揃え、

顧客ニーズに合致する照明機器の選定及び販売を展開しております。 

太陽光パネルについては、大規模及び中規模案件に絞って販売を展開しております。 

 

(2)業績推移及び概要 

①直近３カ年の業績推移 

第11期（平成23年６月期）から第13期（平成25年６月期）までの直近３期の当社を取り巻

く環境としましては、東日本大震災の影響による景気減速に始まり、新政権による経済対策

及び金融政策への期待感からの円安・株高が進行したことにより、一部回復傾向にあります

が、海外景気の下振れリスクは継続して存在しており、依然として不透明感が残る状況が続

いております。 

LED照明市場につきましては、省エネニーズの高まりを追い風に大幅な成長を継続しており

ますが、参入障壁が比較的低い市場特性の影響で様々な新規参入も相次いでおり、価格競争

も激しさを増しております。 

このような状況の中、当社は、蛍光管型・高所照明・屋外照明を主力商品とし、新規顧客

開拓、既存顧客及び入札案件への積極的な営業活動を展開してまいりました。 

その結果、大幅な事業転換を行った第11期（平成23年６月期）では、売上高295百万円、経

常損失230百万円、当期純損失281百万円となりました。第12期（平成24年６月期）では大口

案件の受注により、売上高1,607百万円、経常利益62百万円、当期純利益41百万円となり、４

期ぶりの黒字化となったものの、第13期（平成25年６月期）では見込んでいた大口案件の獲

得及び販売に至らなかったことで、売上高304百万円、経常損失95百万円、当期純損失71百万

円となりました。 

過去３年間の業績推移は下表のとおりであります。 

 

（過去３年間の業績推移） 

  （単位：百万円） 

 第11期 第12期 第13期 

 平成23年６月期 

通期 

平成24年６月期 

通期 

平成25年６月期 

通期 

売上高 295 1,607 304 

営業損益 △230 63 △94 

経常損益 △246 62 △95 

当期純損益 △281 41 △71 

純資産 46 87 16 

総資産 269 308 151 

 

②当事業年度各四半期の業績及び通期業績予想 

当第３四半期累計期間末におけるわが国の経済は、政府の経済対策及び金融緩和政策等に

よる円安・株高が進行し、消費税増税前の駆け込み需要もあり、企業の設備投資及び個人消

費等は一部回復傾向にありますが、海外景気下振れリスクは継続して存在しており、依然と

して不透明感が残る状況が続いております。 

 

このような状況の中、当社は以下に記載の３点を重要課題として取り組んでまいりました。 
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ⅰ経費の削減 

安定した営業利益を確保するためには経費の効率化は不可欠であります。 

当第３四半期累計期間におきましては、業務委託者の料金等が含まれる支払手数料、顧

問料、地代家賃、旅費交通費等経費全般を見直し、前第３四半期累計期間より15,866千

円の削減となり、人件費の6,214千円の削減を含め、経費総額22,080千円の削減となりま

した。 

 

ⅱ新規得意先並びに新業態得意先の開拓 

LED照明機器業界の変化は近年特に激しく、これらの変化に対応すべく新しい販売チャ

ネルを開拓することが重要であります。 

当第３四半期累計期間におきましては、既存顧客への営業活動に加え、新規顧客開拓及

び入札案件への積極的な営業活動を展開してまいりましたが、市場競争激化に伴う単価

下落の影響、新規顧客開拓の遅れ及び入札案件の獲得不振が継続しており、当社LED照明

機器販売事業は伸び悩んでおります。 

また、環境商材拡充を目的とした太陽光パネルを含めたその他環境関連商材の販売は、

大幅な売上獲得には至っておらず、更なる販売先を開拓中であります。 

 

ⅲ継続企業の前提に関する重要事象等の解消 

当社は、当第３四半期累計期間におきまして40,899千円の債務超過となっており、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当社は、当該状況を解消すべく以下の施策を継続しております。 

1） 収益基盤の拡充 

・提携先や取引先を通じた顧客開拓チャネルの拡充を図ります。 

・付随工事の取り込みなど顧客対応力の強化による収益の上積み施策を実施してま

いります。 

・新規仕入先の開拓による価格ニーズにあった提案を推進し、利益の改善を図りま

す。 

・競合の少ない新たな商品群のマーケットを開拓し、ニーズにあった商品を仕入先

と共同開発し、ニッチなマーケットでの知名度アップを図ります。 

・太陽光パネル販売の本格的な事業化を目指してまいります。 

・新たな市場開拓と同時に、同業他社を問わずタッグを組み、双方の強みを伸ばせ

る提携先を模索してまいります。 

2） 新規事業開発 

・提携先の協力を得ながら、自動車修理工場や鈑金工場向の販売管理ソフトの販売、

車両販売支援の業務提携、自動車周辺商品の販売等の自動車関連事業への参入を検

討してまいります。 

3） 資金調達施策の実施による財務基盤の拡充と資金繰りの安定化 

・新株予約権につきましては、強制行使条件が満たされましたのでNR投資事業組合

に対し、新株予約権の行使を要請しております。 

・取引金融機関との関係正常化に向け、交渉を再開するとともに、必要資金の借入

交渉を行ってまいります。 

・新たな提携先、支援先を早急に模索し、第三者割当等による資金調達を実行する

ことで資金繰りの安定化を図ってまいります。 

しかしながら、各施策は実行途上にあり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ

うな状況の解消には至っておりません。 
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これらの状況及び将来の事業計画を保守的に見積り、特別損失として減損損失3,043千円を

計上いたしました。 

この結果、売上高172,484千円（前年同四半期比30.8％減）、営業損失54,763千円（前年同

四半期は65,051千円の損失）、経常損失55,196千円（前年同四半期は66,362千円の損失）、

四半期純損失57,508千円（前年同四半期は42,516千円の損失）となりました。 

 

当第４四半期におきましても、上記３点の重要課題に引き続き取り組むことで、更なる経

費削減、当社独自のネットワークを通じてのＢtoＢの新たな販売チャネルの拡充、新たな環

境関連商材への参入といった新たな分野へのビジネス拡大を実行していくことにより、収益

の改善、財務面の健全化を継続してまいります。 

 

平成26年６月期の業績予想につきましては、売上高337百万円（前期比11.0％増）、営業損

失58百万円（前期営業損失94百万円）、経常損失58百万円（前期経常損失95百万円）、当期

純損失61百万円（前期純損失71百万円）を見込んでおります。 

 

当事業年度各四半期の業績推移及び通期業績予想は下表のとおりであります。 

 

（当事業年度各四半期実績及び通期予想） 

   （単位：百万円）

 第14期（平成26年６月期） 

第１四半期 

累計期間（実績） 

第２四半期 

累計期間（実績）

第３四半期 

累計期間（実績）
通期予想 

売上高 98 122 172 337 

営業損失 △7 △34 △54 △58 

経常損失 △7 △34 △55 △58 

当期純損失 △7 △35 △57 △61 

純資産 8 △18 △40  

総資産 145 83 56  

 

 

２．今後の展開 

(1)事業領域の再構築 

当社の事業領域は、LED照明機器販売事業を主体として展開しており、LED照明機器のカテゴリ

としては、蛍光管型・高所照明・屋外照明等を主力商品として展開中であります。 

競合の激化とともに多様なニーズに応えるために、従来からの仕入れメーカーに加え、新たな

メーカーとの取引により、価格対応品を含めた商品ラインナップの充実及び商品群に更なる奥

行きを持たせ、受注機会損失の防止に取組んで参りました。 

今後の取り組みとして、以下の５点に主軸を置きつつ更なる新規事業の検討を進めてまいりま

す。 

 

①LED照明機器（既存商品カテゴリ） 

既存LED照明機器の各カテゴリは、当社主力商品であることに変わりはないため、各カテ

ゴリ別の特売企画等を実施することで、新規顧客の開拓及び既存顧客への拡販を継続して

まいります。 

②LED照明機器（新商品カテゴリ） 

特殊な設置個所に必要とされるLED照明機器をメーカーと協力開発中であり、更なる販売
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先の開拓を企図しており、一部製品においては、テスト設置も実施済みであります。 

③LED照明を活用した新分野への進出 

植物栽培のための植物育成LED照明の協同開発を進めており、来年早々に、実証実験を兼

ねた売上げを見込んでおります。今後は2015年6月期には、本格的な販売に向けて、来年

早々に、実証実験を兼ねた売上を見込んでおります。 

既に、市場では展開している商品、ビジネス化している企業はありますが、専門性の高い

商品開発が必要であり、他からの簡単な参入は難しい分野と考え、早期にビジネス化を推

進してまいります。 

④太陽光パネル 

太陽光パネルの販売は、受注の見込はあるものの、事業化には至っていない状態でありま

す。今後の展開として、更なる販売実績を積み上げることで事業化することを企図してお

ります。 

⑤新環境関連商材 

LED照明機器、太陽光パネル以外の環境に配慮した新商品の選定を進めてきた中で、二酸

化塩素による除菌及び消臭のできる新商品の取扱を開始しました。数年後には収益の柱の

一つとなることを目標に、現在、拡販に向けた本格的な営業活動を見据え、代理店へのプ

レゼンを随時進めております。 

 

(2)財務面の改善 

当社は、当第３四半期累計期間末において40,899千円の債務超過となっており、継続企業の前

提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

この状況に対処するために、「(1)事業領域の再構築」に記載した取組を実行することによる

収益改善に加え、新株予約権の行使に関しましては、強制行使条件が満たされましたので、引き続きNR

投資事業組合に対し行使を要請しております。その他、第三者割当増資等による資金調達によって運

転資金を確保することにより債務超過を早期解消に努めてまいります。 

 

３．事業計画 

「２.今後の展開」の「(1)事業領域の再構築」に記載した５つの施策について、次事業年度で

は以下に記載の規模で実行することにより、黒字体質転換への基盤を確たるものとしてまいり

ます。 

①LED照明機器（既存商品カテゴリ） 売上高 288百万円 

②LED照明機器（新商品カテゴリ） 売上高  67百万円 

③LED照明を活用した新分野への進出 売上高 283百万円 

④太陽光パネル  売上高  85百万円 

⑤新環境関連商材  売上高  50百万円 

 

なお、来期以降の数値目標は下表のとおりであります。 

 （単位：百万円） 

 第14期 第15期 第16期 

平成26年６月期 

（予想） 

平成27年６月期

（計画） 

平成28年６月期 

（計画） 

売上高 337 774 900 

営業利益 △58 3 30 

経常利益 △58 3 30 

純利益 △61 2 30 
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４．上場維持について 

当社は、今後、上記「２．今後の展開」に記載いたしました事業計画を推進し、業績の改善を

はかり、市場からの評価を高めることで、時価総額を２億円以上に回復させるべく努力してま

いる所存でございます。 

しかしながら、事業計画を推進して行く過程において、時価総額が２億円以上に回復した場合

でも、当社は現在「合併等による実質的存続性の喪失に係る猶予期間」に入っており、猶予期

間終了後最初の有価証券報告書提出日から起算して８日目の日（休業日は除く）までに新規上

場審査基準に準じた審査申請が行えない場合、上場廃止となる可能性がありますが、現時点に

おいては、上場審査基準の要件である主幹事証券会社が作成する確認書等の交付を受ける見込

みが立っておりません。また、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況の解消に

も至っておらず、上場審査基準に適合する状態にありません。 

 

 

以  上 


